
1．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法によっている。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法によっている。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　　　　建　　　物　：定額法（ただし、平成10年3月31日までに取得した建物については定率法）によっている。

　　　　建物附属設備：定額法（ただし、平成28年3月31日までに取得した建物附属設備については定率法）によっ

ている。

　　　　車両運搬具　：定額法によっている。

　　　　什器備品　　：定額法によっている。

②リース資産・・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

③無形固定資産・・・定額法によっている。

(4) 引当金の計上基準

①賞与引当金・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に属する額を計上している。

②退職給付引当金・・職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発

　　　　　　　　　　生していると認められる額を計上している。

(5) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込処理によっている。

2．会計方針の変更

該当事項なし。

財務諸表に対する注記



3．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。      （単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産 - - - -

- - - -

特定資産

退職給付引当資産 529,606,837 31,584,191 23,830,795 537,360,233

財政調整基金積立資産 139,637,000 115,866,000 139,637,000 115,866,000

減価償却引当資産 879,892,914 169,539,999 0 1,049,432,913

電算処理システム導入作業経費積立資産 107,568,000 0 81,471,000 26,097,000

管理運営積立資産 311,245,367 999 0 311,246,366

什器備品 8,690,628 37,098,997 8,663,759 37,125,866

建設仮勘定 0 8,404,420 0 8,404,420

ソフトウェア 8,107,221 78,809,625 16,160,242 70,756,604

ソフトウェア仮勘定 0 6,259,728 0 6,259,728

1,984,747,967 447,563,959 269,762,796 2,162,549,130

1,984,747,967 447,563,959 269,762,796 2,162,549,130

4．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

当期末残高 （うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

基本財産 - （　　-　　） （　　-　　） （　　-　　）

- （　　-　　） （　　-　　） （　　-　　）

特定資産

退職給付引当資産 537,360,233 （　　-　　） （　　-　　） (537,360,233)

財政調整基金積立資産 115,866,000 （　　-　　） (115,866,000) （　　-　　）

減価償却引当資産 1,049,432,913 （　　-　　） (1,049,432,913) （　　-　　）

電算処理システム導入作業経費積立資産 26,097,000 （　　-　　） (26,097,000) （　　-　　）

管理運営積立資産 311,246,366 （　　-　　） (311,246,366) （　　-　　）

什器備品 37,125,866 (36,282,779) (843,087) （　　-　　）

建設仮勘定 8,404,420 (8,403,793) (627) （　　-　　）

ソフトウェア 70,756,604 (70,268,228) (488,376) （　　-　　）

ソフトウェア仮勘定 6,259,728 (6,259,728) （　　-　　） （　　-　　）

2,162,549,130 (121,214,528) (1,503,974,369) (537,360,233)

2,162,549,130 (121,214,528) (1,503,974,369) (537,360,233)

5．担保に供している資産

該当なし

6．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次の通りである。 （単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

特定資産

　什器備品 46,410,384 9,284,518 37,125,866

　ソフトウェア 87,495,932 16,739,328 70,756,604

その他固定資産

　建物 748,313,891 410,547,772 337,766,119

　建物附属設備 115,594,604 94,634,850 20,959,754

　車両運搬具 1,928,761 1,928,760 1

　什器備品 525,655,687 316,657,561 208,998,126

　有形リース資産 31,679,640 18,771,048 12,908,592

　ソフトウェア 410,926,216 162,362,982 248,563,234

1,968,005,115 1,030,926,819 937,078,296

7．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

  債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

債権金額 債権の当期末残高

未収金 一般会計 43,924,440 43,924,440

未収金 国民健康保険事業関係業務特別会計業務勘定 41,919,011 41,919,011

未収金 後期高齢者医療事業関係業務特別会計業務勘定 47,910,394 47,910,394

未収金 介護保険事業関係業務特別会計業務勘定 14,572,725 14,572,725

未収診療報酬等 介護保険事業関係業務特別会計業務勘定 15,345,340 15,345,340

未収金 障害者総合支援法等特別会計業務勘定 4,742,403 4,742,403

未収金 保険財政共同安定化事業・高額医療費共同事業特別会計 85,945,644 85,945,644

未収金 特定健診・特定保健指導等事業特別会計 5,696,891 5,696,891

未収診療報酬等 特定健診・特定保健指導等事業特別会計 56,979,092 56,979,092

未収診療報酬等 特別会計国民健康保険等支払勘定 9,186,134,810 9,186,134,810

未収診療報酬等 特別会計後期高齢者医療等支払勘定 17,702,315,794 17,702,315,794

未収診療報酬等 特別会計介護給付費等支払勘定 10,074,834,237 10,074,834,237

未収診療報酬等 特別会計障害介護給付費支払勘定 2,806,192,509 2,806,192,509

40,086,513,290 40,086,513,290
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8．保証債務等の偶発債務

該当なし

9．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。 （単位：円）

帳簿価額 時　　　価 評価損益

退職給付引当資産　長崎県債（第1回公募公債10年） 399,985,320 414,560,000 14,574,680

減価償却引当資産　長崎県債（第1回公募公債10年） 199,992,660 207,280,000 7,287,340

管理運営積立資産　長崎県債（第1回公募公債10年） 99,996,327 103,640,000 3,643,673

699,974,307 725,480,000 25,505,693

10．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　  　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 （単位：円）

国民健康保険団体連合会等補助金 厚生労働省 8,737,044 0 1,884,876 6,852,168 指定正味財産

高齢者医療制度円滑運営事業費補助金 厚生労働省 3,655,042 0 788,241 2,866,801 指定正味財産

国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金 厚生労働省 125,973,002 17,495,000 31,972,443 111,495,559 指定正味財産

高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金 厚生労働省 37,042,753 788,806,490 641,825,855 184,023,388 指定正味財産

175,407,841 806,301,490 676,471,415 305,237,916

11．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内　　　容 金　　額

経常収益への振替額

1,884,876

高齢者医療制度円滑運営事業費補助金への振替額 788,241

国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金への振替額 31,972,443

高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金への振替額 641,825,855

合　　　計 676,471,415

12．関連当事者との取引の内容 （単位：円）

役員の兼務等 事業上の関係

取引の内容 取引金額
(注2)

科目 期末残高
(注2)

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

受取賃貸料
(注1)

20,062,080 未収金 0 (注1)単価その他取引条件は、交渉の上で決定しております。

委託費
(注1)

392,346,312 未払金 77,189,543 (注2）取引金額及び期末残高は消費税等を含めております。

13．重要な後発事象

該当なし

14．その他の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

該当なし

関係内容

子会社 (株)長崎総合情報センター
  長崎市
  今博多町８番地
２

1,113,700,123

国民健康保険、
介護保険、後期
高齢者医療保険
等の審査支払電
算処理業務等

75% 3名
電算処理業務

の委託

当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

合　　　計

国民健康保険団体連合会等補助金への振替額

属性 法人等の名称 住所 資産総額
事業の内容又は

職業
議決権の所有割合

科目・種類及び銘柄

合　　　　計

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額


